
令和９年度予算編成方針 

市 長 

１ 経済・財政状況及び本市の現状・財政見通し 

（１）国の動向と経済状況

国の「月例経済報告(令和８年８月)」では、「景気は、緩やかに回復しているが、

中東情勢や自然災害の影響を注視する必要がある。先行きについては、雇用・所

得環境の改善や各種政策の効果が緩やかな回復を支えることが期待されるものの、

中東情勢や自然災害の影響を注視する必要がある。また、金融資本市場の変動の

影響などに注意する必要がある。」と指摘している。 

また、「経済財政運営と改革の基本方針２０２６」（骨太の方針２０２６）では、 

「「強い経済」の構築と「財政の持続可能性」をバランスよく同時に実現すること

により、今を生きている国民と未来を生きる国民への責任を果たしていく。こう

した「責任ある積極財政」の考え方の下で、財政運営の目標としては、債務残高

対ＧＤＰ比の安定的低下を中核と位置付けるとともに、市場の信認確保に向けて

各種の経済指標・財政指標を活用した多角的な分析、不確実性を踏まえた分析等

を強化する。また、経済の成長力強化と名目の経済規模の拡大にふさわしい予算

編成への転換、危機管理投資・成長投資のための『「強く豊かな日本」投資枠』、

補正予算依存からの脱却など、予算編成の抜本的な見直しの方向性を定める。」と

している。 

さらに、当面の経済財政運営と令和９年度予算編成に向けた考え方として、「当

面の経済財政運営については、令和８年度予算に加え、リスクの最小化の観点か

ら万全の対応を図るものとして編成した令和８年度補正予算を、情勢の変化に応

じて適切かつ機動的に執行する。また、「強い経済」を実現する「責任ある積極財

政」の考え方を具体化するため、令和９年度予算編成において、デフレ・低成長

時代の一律抑制型の考え方から、物価・賃金上昇を的確に反映し、経済の成長力

強化と名目の経済規模の拡大にふさわしい予算編成へと転換する。」としている。 
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（２）本市の財政状況と見通し 

 

本市の一般会計における令和７年度決算の歳入総額は、３２８億９，０９１万

９千円であり、歳出総額は、３１７億３，３０９万４千円となった。 

また、実質収支は、１０億４，０３２万６千円となったものの、実質単年度収

支は、１，９１０万９千円の赤字となった。財政構造の弾力性を示す経常収支比

率は、市税が堅調に推移したものの、人件費や扶助費等の義務的経費などが増加

したことにより、前年度より３．３ポイント上昇し、９４．６％となった。 

 

本市の財政の見通しとして、歳入の大宗を占める市税収入については、固定資

産税や個人市民税等の増加により堅調に推移し増収傾向となっているものの、中

東情勢等が不透明であり、法人市民税についてはその影響が特に顕著であること

から、楽観視することはできない。 

 

一方、歳出においては、子育て支援や高齢化の進行、障がい福祉サービスの利

用者増加に対応するための社会保障関係費の増による扶助費の増加、庁舎整備事

業等をはじめとする大型公共事業の償還金の増と金利の上昇による公債費の増加、

また、人事院勧告などを踏まえた給与改定に伴い人件費も増加している。さらに

は、賃金の上昇や資材価格の高騰により物件費等の増加が続くものと見込まれる

ことから、経常的経費の大幅な増加による財政の硬直化が進むことが懸念される。 

加えて、公共施設やインフラにおいて施設の利用状況や需要などを踏まえ、適

切な維持・管理による費用が増加することが想定され、今後も厳しい財政運営が

続く状況にある。 

 

令和９年度においては、健全な財政を維持するため、国の動向を注視し、情報

収集に努めつつ、本市の財政状況と今後の見通しを踏まえた適切な対応が必要と

なる。 
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２ 予算編成の基本的な考え方 

 

令和９年度予算編成については、前述の国の動向や本市の財政状況等を踏まえ、

健全財政を維持しながら、本市が目指す将来の姿である「みんなでつくる 人つど

い 緑かがやく 安心のまち 袖ケ浦」の実現に向け、総合計画後期基本計画、第

３期まち・ひと・しごと創生総合戦略及び第３期実施計画との整合を図り、各施策

を着実に展開するものとする。併せて、行政サービスの向上を目指し、行政改革プ

ランに掲げる行政基盤（ヒト・モノ・カネ）の最適化を進め、効率的、効果的な行

財政運営に取り組むものとする。 

 

加えて、社会経済状況の変化を確実に捉えるとともに、国、県の動向等を注視し、

近年頻発している自然災害への防災・減災対策、脱炭素社会に向けた取組、ＡＩ等

のデジタル技術の活用や官学民連携による市民サービスの向上、業務の効率化など、

様々な課題に対して迅速かつ的確に対応する。さらに、市民生活の安寧確保に向け

て取り組むべく、災害に伴う復旧関連経費については、国、県等の特定財源を徹底

的に調査、確認のうえ、必要となる歳入歳出を的確に把握のうえ要求すること。 

 

そのため、職員一人ひとりが本市の財政の実情をしっかりと認識したうえで、限

られた財源の中で効果的に取組を推進するため、既存事業の見直しや「選択」と「集

中」の視点がこれまで以上に重要になっていると捉え、各部局においては、長が中

心となり、各事業に優先順位を付け、必要性、緊急性及び費用対効果の高い事業か

ら優先的に実施するものとする。 

 

特に、新規事業や事業拡大に取り組む際には、不断の見直しが必要であるとの認

識のもと、「スクラップアンドビルド」を徹底するほか、特定財源の確保に努めるも

のとする。 

さらに、市民ニーズを常に念頭に置きつつ、本市の持続的な発展のため、地域社

会の課題解決に向けて、組織、分野、世代、想像を超える意欲的な施策や事業につ

いても積極的に検討を行うこととする。 

ついては、下記事項に特に留意して予算編成に臨むこととする。 

記 

（１）第３期実施計画に掲げる事業については、改めて事業内容や事業費を精査し、

予算を要求すること。 

（２）これまでの議会審議、監査の指摘事項及び市民ニーズに十分留意し、これらを

踏まえた要求を行うこと。 

 

3



 

 

 

（３）市民生活の安寧確保に向けて取り組むべく、今般発生した千葉豪雨及び台風２

５号等に係る災害復旧関連経費については、国、県等の特定財源を徹底的に調査、

確認のうえ、必要となる歳入歳出を的確に把握のうえ要求すること。 

（４）限られた財源を真に必要な事業に重点配分するため、「選択」と「集中」の視点

により、事業の優先順位付けを必ず行うこと。その際、行政と民間の適切な役割

分担に留意し、必要性と緊急性、費用対効果のより高い事業を優先すること。 

（５）既存事業については、安易に前例踏襲による要求を行うのではなく、費用対効

果の乏しい事業、民間で実施可能な事業については、必ず市民ニーズ等も踏まえ

た事業内容の改善や事業の廃止を含めた抜本的な見直しを行うこと。また、他団

体より費用負担の大きい事業については、事業の廃止、縮小、統合等を検討する

こと。 

（６）新規事業だけでなく、既存事業においても、国、県、財団法人や民間団体等に

至るまで、補助金等の特定財源を再調査し、事業内容の見直しも含め、積極的な

活用により財源確保に努めること。また、補助金等を特定財源とした事業につい

ては、補助金等が不採択となった場合や補助率等が削減された場合には、事業の

廃止を含めた見直しが必要となるため、補助制度を十分精査したうえで要求する

こと。 

（７）全ての事業について、業務プロセスの見直しやＡＩ等のデジタル技術の活用、

マネジメントによる人材育成や職務遂行能力の向上に努めるなど、業務の効率化

を図り、時間外勤務の縮減に取り組むこと。また、職員数や事務量の適正化に努

め、人的資源の有効活用を図ること。特に、会計年度任用職員については、従事

可能な業務の範囲を見直したことを踏まえ、正規職員との役割分担や業務内容の

見直し等を進めるとともに、会計年度任用職員を要する新規事業については、緊

急かつ一時的な業務量の増大など、特に必要がある場合のみ要求すること。 

（８）物価高騰や賃金上昇の影響を適切に積算し予算へ反映すること。ただし、その

影響を見込む中にあっても、単に物価等の上昇分を増額要求するのではなく、事

業量や事業内容等の見直しを徹底し、必要最低限の要求をすること。 

（９）経常的経費等の抑制を図るため、人件費（会計年度任用職員を除く。）、公債費、

扶助費を主とする事業、実施計画事業を除いた事業について、物価高騰や賃金上

昇の影響を考慮した一般財源ベースでの要求限度額を設定する。予算要求に当た

っては、各部局長が中心となり、施策の方向性を踏まえたマネジメントのもと、

事業費の縮減やスクラップアンドビルドを徹底した上で優先順位に沿って、要求

限度額内に収めること。 

（10）中・長期的視点に立ち、ＡＩ等のデジタル技術を活用した市民サービスの向上

や業務の効率化、省エネルギーや再生可能エネルギーを活用した脱炭素化等の環

境に配慮した取組を進めること。 
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（11）各部局においては、関係部局間の連携を徹底し、類似事業を統合するなど、効

率的かつ効果的な事業執行に努めるとともに、簡素合理化の推進を図ること。 

（12）市有財産については、低・未利用地の売却や有償貸付など、有効活用について

検討すること。 

（13）年度内の予算不足を補正予算で対応することを前提としないこと。年間を通じ

た事業見通しに基づき、計画的かつ規律ある予算編成となるよう、全ての歳入歳

出を的確に把握のうえ要求すること。 
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